
保
険
証
が
新
し
く
な
り
ま
す

　
８
月
１
日
㈰
か
ら
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
の
保
険
証
が
「
若
草
色

の
保
険
証
」
に
変
わ
り
ま
す
。
新

し
い
保
険
証
は
７
月
中
旬
に
簡
易

書
留
で
郵
送
し
ま
す
。

　
８
月
以
降
は
、
新
し
い
保
険
証

を
医
療
機
関
の
窓
口
に
提
示
し
て

く
だ
さ
い
。
な
お
、
有
効
期
限
は
、

令
和
４
年
７
月
31
日
で
す
。

※
郵
便
局
に
転
送
の
届
出
を
さ
れ

て
い
て
も
、
保
険
証
は
転
送
先

に
は
届
き
ま
せ
ん
。
保
険
証
を

住
民
票
の
住
所
地
以
外
で
受
け

取
り
た
い
場
合
は
、
別
途
市
役

所
で
手
続
き
が
必
要
で
す
。

窓
口
負
担（
一
部
負
担
金
の
割
合
）

　

医
療
機
関
に
か
か
る
と
き
は
、

前
年
の
所
得
を
も
と
に
、
医
療
費

の
１
割
ま
た
は
３
割
の
窓
口
負
担

を
し
ま
す
。
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
に
加
入
の
方
で
、
住
民
税
課
税

所
得
が
１
４
５
万
円
以
上
あ
る
被

保
険
者
が
い
る
世
帯
の
方
は
、
３

割
の
窓
口
負
担
に
な
り
ま
す
。
新

し
い
保
険
証
を
確
認
し
て
く
だ
さ

い
。

保
険
料
の
滞
納
が
あ
る
方

　
有
効
期
限
が
短
い
「
短
期
保
険

証
」
と
な
り
、
国
保
年
金
課
窓
口

で
の
受
け
渡
し
に
な
り
ま
す
。

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額

認
定
証
に
つ
い
て

　

住
民
税
非
課
税
世
帯
の
方
は
、

「
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減

額
認
定
証
」（
減
額
証
）
の
交
付

が
受
け
ら
れ
ま
す
。
減
額
証
を
医

療
機
関
で
提
示
す
る
こ
と
に
よ
り
、

窓
口
負
担
や
入
院
時
の
食
事
代
が

減
額
さ
れ
ま
す
。

限
度
額
適
用
認
定
証
に
つ
い
て

　
窓
口
負
担
が
３
割
の
方
で
、
住

民
税
課
税
所
得
が
１
４
５
万
円
以

上
３
８
０
万
円
未
満
（
現
役
Ⅰ
）、

３
８
０
万
円
以
上
６
９
０
万
円
未

満
（
現
役
Ⅱ
）
の
方
は
、「
限
度

額
適
用
認
定
証
」（
限
度
証
）
の

交
付
が
受
け
ら
れ
ま
す
。
限
度
証

を
医
療
機
関
で
提
示
す
る
こ
と
に

よ
り
、
窓
口
負
担
が
減
額
さ
れ
ま

す
。

※
減
額
証
及
び
限
度
証
を
お
持
ち

で
な
い
方
は
、
国
保
年
金
課
で

申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

※
現
在
、
減
額
証
及
び
限
度
証
を

お
持
ち
の
方
で
、
令
和
３
年
度

も
引
き
続
き
該
当
す
る
方
に
は
、

新
し
い
認
定
証
を
７
月
下
旬
に

郵
送
し
ま
す
。
更
新
の
申
請
は

必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

保
険
料
の
納
付
に
つ
い
て　

　
被
保
険
者
の
方
に
「
令
和
３
年

度
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
額
の

お
知
ら
せ
」
を
７
月
中
旬
に
発
送

し
ま
す
。
年
間
保
険
料
額
な
ど
に

つ
い
て
ご
確
認
く
だ
さ
い
。
な
お
、

保
険
料
の
納
付
方
法
や
納
期
限
に

つ
い
て
詳
し
く
は
、
13
ペ
ー
ジ
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

な
ど
で
、
後
期
高
齢
者
医
療
保
険

料
の
納
付
が
困
難
な
方
は
、
早
め

に
国
保
年
金
課
へ
ご
相
談
く
だ
さ

い
。

問
合
わ
せ

国
保
年
金
課　
医
療
福
祉
担
当

☎
８
４
‒
０
６
５
２

各種保険料（税）の納付について

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

か
ら
の
お
知
ら
せ

令和３年度の後期高齢者医療保険料の算出方法と軽減措置
年間保険料額は、被保険者の所得に応じて負担する「所得割額」と、被保険者全員が等しく負担する「均
等割額」を合計して計算します。
※令和２年度と比べ、軽減措置などが変更しています。詳しくは、はんだ市報４月１５日号をご覧ください。 

※基礎控除額については、１0ページの「基礎控除額一覧表」をご覧ください。

保険料の
算出方法 所得割額 均等割額+ = 保険料額（所得金額－基礎控除額※）×

 所得割率9.64％
被保険者一人当たり
48,765円

（限度額64万円）
※100円未満切捨て

２．職場の健康保険などの被扶養者だった方の軽減

１．所得の低い世帯の方の軽減
保険料軽減措置

　これまで職場の健康保険などの被扶養者で自分の保険料を納めていなかった方は、保険料の均等割額が資格取得後
２年間５割軽減され、所得割額が課せられません。

均等割額の軽減　世帯主及び被保険者の合計所得に応じて、下記のとおり軽減します。

※65歳以上の方の公的年金所得は、通常の所得から15万円を控除した額で判定します。

対象者の所得要件 軽減割合
㋐ 43 万円＋ 10 万円× ( 給与所得者等の人数－ 1) 以下 7 割 (34,136 円軽減 )
㋑ 43 万円＋（28.5 万円×世帯の被保険者数）＋ 10 万円×（給与所得者等の人数－ 1）
以下（㋐を除く） 5 割 (24,383 円軽減 )

㋒ 43 万円＋（52 万円×世帯の被保険者数）＋ 10 万円×（給与所得者等の人数－ 1）
以下（㋐、㋑を除く） 2 割 (9,753 円軽減 )

11 はんだ市報　2021.7

https://www.city.handa.lg.jp/kurashi/koresha/index.html

